
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成31年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 ター トル

1.事業の成果

主な事業である相談、交流会、情報提供、セミナー・啓発事業はコロナ感染拡大防止のため、人が集合
する交流会、相談会は一部、開催を中止したものほぼ計画どおり実施した。交流会は 3回開催して、視覚
障害者が必要とする情報を提供した。ター トルサロンは9回開催し、多くの疑間に応えることができた。
2。 3月 はコロナ感染対策として中止をしたが、それに代わる方法として、ZЮmを活用したオンライン
による交流の場が積極的に展開され、関東圏以外からの参加者も増加した。また、実践的ビジネススキル
勉強会の実施、情報誌は年 4回発行したことや、関連学会・教育機関への協力に努めた。また、相談内容
や経過のデータベース化に取り組んだ。

2.事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業              (事業費の総費用 【 1,896 1千円)

(注記)上記、場所の「日本視覚障害者職能開発センター」は「職能開発C」 と略しております。

(2)その他の事業                      (事 業費の総費用 【 0 1千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

相談事業

・電話やメールによる相談

・面接による個別相談

・ ロービジョン就労相談

随時

総数 784件

毎月第 2土曜

(12回 )

担当者自宅

日本視覚障

害者職能開

発センター

延ベ

約 120
名

障害者、家

族、企業関

係者、医療

関係者、そ
の他

334`名 286
千円

交流会事業

・交流会の開催

(東京、大阪、福岡を Z∞mで
繋いだオンライン開催)

・ ター トルサロン

・ ター トル女子会

. tvr.( /+vv

・盲導犬体験会

8月 17日 土

11月 23日 土

毎月第 3土曜

(9回 )

9月 16日祝

9月 ～3月

(9回 )

12月 21日 土

職能開発 C
大阪・福岡

職能開発 C

東京都障害

者福祉会館

担当者自宅

職能開発 C

延ベ

約 50名

延ベ

約 50名

6名

延ベ

約 45名

6名

障害者、家

族、企業人

事担当者、

就労支援関

係者等

延ベ

162名

延ベ
400名

26名

延ベ

約 50名

9名

306
千円

情報提供事業

・情報誌ター トル発行
・Webでの情報発信と啓発
・視覚障害関連アンケー ト

協力

年4回発行

随時掲載

調査、随時

担当者自宅

職能開発C

延ペ

約 40名
障害者、家

族、企業人

事担当者、

就労支援関

係者等

約
2,0∞ 名

908
千円

セミナー・
啓発事業

・実践的ビジネススキル

勉強会

4月 27日 土

2月 1日 土

ジェイ リー

ス榊会議室

延ベ

約 20名

障害者、家

族、就労支

援関係者等

49名

60名
19
千円

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

平成31年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

利活働法人  ター トル

奎位 :円〕

945,000
010,0(Ю

■585,000

194,837
0

194.田 7

50,000
:Ю.αЮ

受取補助金

事業収益

受取利息

2

3

4

5

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

1,009,638
:.αЮ.6“

36
∞

2.339.511

鵜
３０６
頭
‐９
３７８

1.896.9:1

1.896.911

18,262
24,286
59,114
2,350
73,457
12,040
18,192
10,139
96,500
6.564

320.904

2
1

2 の

2) ω

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

相談事業費
交流会事業費
情報提供事業費
就労啓発事業費

会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
事務消耗品費
保険料
諸会費
支払手数料
業務委託料

320.00`

621.696

過年度損益修正益

0

0

204.504
災害損失
固
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④法人税、住民税及び事業税 ・
前期爆融正産財産箱  ・・・0



書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成31年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  ター トル

金  額 小計・ 合計

1

現金預金
未収金
棚卸資産

2
1

車両運搬具
什器備品

2
ソフトウェア
借地権

3 の

敷金
長期貸付金

5, 352, 540
0

0

5.352.540

0
0
0

0
0

0

0

【A】 責 産 合 計 ①+②

1

未払金

預 り金

2

長期借入金
退職給付引当金

0
0

0

0

B―
正 4,935,348

417,192
5_`E2_1■ 0

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

]

「
「

目



書式 16 第 28条関係 )

31年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ター トル

重要な会計方針

計算書類の作成はですが、対象がありません。

(1)棚 卸資産はありません。

(2)固 定資産はありません。

(3)引 当金はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
以下、会議室の無償利用は行ってますが会計処理には反映 してお りません。
・ 日本視覚障害職能開発センターの会議室の無償利用
。ジェイ リース株式会社の会議室の無償利用

(5)消費税等の会計処理
・税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

(単位 :円 )

1

科 日 相談事業 交流事業 情報提供事リセ ミナー啓発電 管理部門 合計

1009638

36

1585000

194,837

50,000

1585000

194837

50000

1009638

36

1009638 1,829,837 2839511

18,262

24,286

59,114

2,350

73,457

12,040

18,192

10,139

96,500

6,564

18,262

24,286

59,114

2,350

73,457

12,040

18,192

10,139

96,500

6,564

285893 306126 1285863 19029 320,904 1896911

204,504

417192

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

事務消耗品費

保険料

諸会費

支払手数料
業務委託料

雑費

その他経費計

経常費用計

経常外費用計

当期経常増減額



3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳

(単位 :円 )

内容 金額 算定方法



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
なし

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

(単位 :円 )

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計 な し な し な し な し

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

(単位 :円 )

円 )

(単位 :円 )

７

・

8

科 日
計算書類に計
上された金額

内、役員 との

取引

内、近親者及
び支配法人と

の取引
(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対FIR表 )

貸借対照表計

な し な し な し

し し し

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため
に必要な事項

事業費と管理費の技分方法

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

合計

科 目 期首取得価額 取 得 減少 期末取得価額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

な し

な し

な し

な し

な し

な し

な し な し

な し な し

その他の事業に係る資産の状況



書式第17号 (法第28条関係)

平成31年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定葬営網活■法人 タートル

金   田 」ヽ    ■, 合   計

0

1,017.928
0,528,612

6.000
未 金

1

2

そ

金

口座

販売用寄附物品
産

"

敷 金

(3)

什器備品
パ ソコン

ソフ トウェア
オペレーションシステム

文書編集ソ フ ト

現

i曇i:l樽暮革要菫
金

車両運搬具
事業用車両

5.鰤2.:“0 5.352.540

【A】 責 産 合 計 ①+②

未払金

長期借入金

2

金

職 員

預り金
源泉徴収税

【B-1】 負 償 合 計 ③+④

5,352.540【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

■●11口「ヨ【】E:
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

31年度年間役員名簿 (口事彙年
=に

おいて投■であったことがある全員の氏名及び住所又は層所菫
びにこれらの者についての前事■年度における●日の有

“

を●■した名簿)

特定非営利活動法人

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1

⌒

長輩ジ監事
マツサ・カ  ハルオ 平成31年4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日松坂 治男

2
⌒

Q呈3)監事
アライ  アイイチロウ 平成31年4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日新井 愛一郎

3

タト
｀
ウ  ショウイチ 平成31年4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月 日

日年 月工藤 正一

4

⌒

Q壁ジ・監事
セツタ ノフ・ヨ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日芹田 修代

5

イシハラン・ュンコ 平成31年 4月 1日

令和2年3月 31日

年

年

月

月

日

日石原 純子

6

イチカワ  ヒロアキ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年 月

月

日

日年市川 浩明

7

⌒

Qジ監事
オオハン マサヒコ 令和元年6月 2日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日大橋 正彦

8 o監
事

コハラ タケオ 令和元年6月 2日

令和2年 3月 31日

年 月

月

日

日年小原 丈夫

9 監事

カンタ
・ シン 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日神田 信

10 o・監事 タマタ
゛
キ  ケイ 平成31年4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日熊懐 敬

′
~ヽ

R壁ラン監事

⌒

詈ヽ多′監事

⌒

ミヽジ監事



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

11

⌒

健壁ジ監事
ンタ

｀
タ マサトシ

重田 雅俊

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

12 監事

スギタ ヒトミ

杉田 ひとみ

平成31年4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

13 監事
カモト ヒデ■

中本 英之

平成31年4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

14
ハセカ・ ワ シン

長谷川 晋

平成31年 4月 1日

令和2年3月 31日

年  月  日

年  月  日

15
フシ・タ  ヨンヒサ

藤田 善久

平成31年4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

16
⌒

、翌ジ・監事
ホシノ  フミタカ

星野 史充

平成31年4月 1日

令和2年3月 31日

年  月  日

年  月  日

17 ・ 監事

マツオ マキコ

松尾 牧子

平成31年 4月 1日

令和2年3月 31日

年  月  日

年  月  日

18 ・監事
マトハ` タカシ

的場 孝至

平成31年4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

19 監事
ユカワ  キミヤス 平成31年 4月 1日

令和2年3月 31日

年

年

月

月

日

日湯川 仁康

20
::タカワ マキ 令和元年6月 2日

令和2年3月 31日

年

年

月

月

日

日
六川 真紀

21 理事
o

イコ'タ  ンンヤ 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日伊吾田 仲也

22 理事

スキ・エ カツノリ 令和元年6月 2日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日杉江 勝憲

理事・監事
年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

理事・ 監事
年  月  日

年   月   日

年  月  日

年  月  日

⌒

Q里ョシ監事

⌒

tttE,・ 監事

⌒

tこ」り・監事



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 ター トル

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
大脇 俊隆

2 吉泉 豊晴

3 前田 青

4 大力1 和彦

5
山口 通

6 山田 尚文

7
上野 裕太

8
川上 真弓

9 谷田 光一

10 佐藤 利昭

11 山本 浩

12 伊藤 裕美


